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平成２５年度

第１９回大分県教育委員会

【議 事】

（１）議 案

第１号議案 平成２６年度大分県教育庁職員定期人事異動方針について

委員長の選任について

（２）報 告

①全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果について

②平成２５年度 体罰調査の実施について

③教育委員会制度の答申について

④杵築市議会からの意見書について

（３）協 議

①社会教育主事の選考について

（４）その他
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【内 容】

１ 出席者

委 員 委員長 岩 崎 哲 朗

委員長職務代理 松 田 順 子

委員 波多野 順 代

委員 麻 生 益 直

委員 林 浩 昭

教育長 野 中 信 孝

欠席委員なし

事務局 教育次長 河 野 盛 次

教育次長 宮 脇 和 仁

教育次長 別 木 達 彦

教育改革・企画課長 佐 野 壽 則

教育人事課長 藤 本 哲 弘

教育財務課長 竹 野 泰 弘

福利課長 大 石 尚 志

義務教育課長 後 藤 榮 一

生徒指導推進室長 江 藤 義

特別支援教育課長 後 藤 みゆき

高校教育課長 髙 畑 一 郎

社会教育課長 法 雲 淳

人権・同和教育課長 小 池 昭太郎

文化課長 佐 藤 英 一

体育保健課長 蓑 田 智 通

教育改革・企画課主幹 勝 尾 裕 美

２ 傍聴人 ８ 名
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開会・点呼

（岩崎委員長）

それでは、委員の出席確認をいたします。

ただいまから、平成２５年度第１９回教育委員会会議を開きます。

署名委員指名

（岩崎委員長）

本日の会議録の署名委員でございますが、麻生委員にお願いしたいと

思います。

会期の決定

（岩崎委員長）

本日の教育委員会会議はお手元の次第のとおりであります。

会議の終了は１５時１０分を予定しています。

よろしくお願いします。

議 事

（岩崎委員長）

はじめに、会議は原則として公開することとなっておりますが、会議

を公開しないことについてお諮りします。

「委員長の選任」及び協議の①は人事に関する案件ですので、地方教

育行政の組織及び運営に関する法律第１３条第６項ただし書の規定によ

り、これを公開しないことについて、委員の皆さんにお諮りいたします。

公開しないことに賛成の委員は挙手をお願いします。

（採 決）

それでは「委員長の選任」及び協議の①は、非公開といたします。

本日の議事進行は、はじめに公開による議事を行い次に、非公開によ
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る議事を行います。

【議 案】

第１号議案 平成２６年度大分県教育庁職員定期人事異動方針について

（岩崎委員長）

それでは、第１号議案「平成２６年度大分県教育庁職員定期人事異動

方針について」提案を求めます。

（野中教育長）

第１号議案「平成２６年度大分県教育庁職員定期人事異動方針」につ

いてご説明申し上げます。

平成２６年４月の教育庁本庁、教育事務所、埋蔵文化財センター及び

学校を除く教育機関の職員の定期人事異動にあたり、基本的な考え方を

示し、昇任、異動及び退職に関する方針を定めるものです。

これまで着実に実行してきました教育改革を今後も引き続き果敢に実

行するため、教育庁職員につきましても、勤務評定を積極的に活用した

人事管理を行うこととし、さらに昨年１１月策定の「『芯の通った学校

組織』推進プラン」も踏まえ、適材適所の人事配置を一層進めていくこ

ととしております。

詳細につきましては、教育人事課長からご説明いたします。

（藤本教育人事課長）

「平成２６年度大分県教育庁職員定期人事異動方針について」ご説明

申し上げます。

議案書と併せまして、５ページの新旧対照表をご覧ください。

昨年度の定期異動方針からの変更点（アンダーラインを引いておりま

すが）を中心にご説明いたします。

この異動方針は、「第１ 基本方針」「第２ 昇任等」「第３ 異動」「第

４ 退職」の４項目について方針を定めております。

「第１ 基本方針」についてです。

教育庁職員人事に関しては、１にありますように、勤務評定による評

価結果や職員一人ひとりの能力、適性、意欲等を踏まえ、さらに教育改

革を徹底して進めるため、適材適所の人員配置を行うとともに、人事交

流の推進により職員の意識改革を図っていくこととしております。

特に、昨年１１月策定の「目標達成に向けて組織的に取り組む『芯の

通った学校組織』」推進プランを踏まえ、引き続き市町村教育委員会や
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学校を支援する体制を整備するとともに、それを担う人材を育成・配置

していくこととしております。

次に「第２ 昇任等」についてです。

人材の登用につきましては、人事評価に基づき、適材適所の観点に立

って行ってまいります。１にありますように年功序列による順送り人事

を厳に排し、能力、意欲、実績をより重視した幅広い人材の登用を行っ

てまいります。

次に６ページの「第３ 異動」についてです。

職員の勤務替えにつきましては、職員の勤務評定等を参考に、適材適

所の観点に立って行ってまいります。

特に、先ほど「第１ 基本方針」で申しましたように、『芯の通った

学校組織』推進プランを踏まえ、学校等との人事交流を積極的に推進し

てまいります。

最後に「第４ 退職」についてです。

退職につきましては、職員の年齢別構成の適正化を通じた組織活力の

維持等を図るため、「早期退職希望者の募集」ならびに「退職勧奨」を

行います。

なお、本年度末の退職者から、国家公務員の改正に準じて早期退職に

対するインセンティブを拡大することとしております。

具体的には、「早期退職希望者の募集」対象者の下限年齢を４５歳に

拡大し、退職手当の算定における定年までの残年数による割増率を１年

につき３％に引き上げます。

４の再雇用制度につきましては、新たな再雇用制度の開始に伴い、今

後は再雇用希望者の増加が見込まれます。再雇用希望者につきましては、

長年の勤務内容を考慮し、適材適所の観点から、職員定数の範囲内で再

任用又は非常勤職員として配置することとしております。

以上で説明を終わります。よろしくご審議のほどお願いいたします。

（岩崎委員長）

ただいま説明のありました議案について、質疑・意見等のある方はお

願いします。

基本的には、昨年度と大きな変更はなく、年度修正を行ったくらいと

思われますが、特にご意見ございませんか。

それでは、ただ今、提案のありました第１号議案の承認について、お

諮りいたします。第１号議案について、承認される委員は挙手をお願い

します。

（採 決）
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第１号議案については、提案どおり承認します。

【報 告】

①全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果について

（岩崎委員長)

それでは、報告第１号「全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果に

ついて」報告をしてください。

（蓑田体育保健課長）

平成２５年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果についてご報

告申し上げます。

この調査は、文部科学省が平成２０年度から実施しているものであり、

全国全ての小学校５年生と中学校２年生を対象にしております。

まず、本県児童生徒の体力合計点の全国順位についてですが、小学校

５年生男子１２位、女子２３位、中学校２年生男子２１位、女子４１位

という結果でした。

この内、小学校５年生の男女と中学校２年生の男子については、全国

平均を超えており、中でも小学校５年男子は九州トップ（宮崎県と同順

位）でした。

次に、全国順位の推移ですが、ご覧のとおり調査開始以来、確実に上

昇していることがお分かりになると思います。

参考までに、この調査については、悉皆調査としてスタートしたもの

の、政権交代後の平成２２年度からは２０％の抽出調査となり、今年度

から再び悉皆調査となっております。

また、平成２３年度は震災の影響から中止となっております。

続いて、体力合計点の伸びについてですが、前回悉皆調査で行われた

平成２１年度結果との差を全国順位として示してみたところ、中学校２

年生男子１位、女子２位、小学校５年生男子２位、女子３位という結果

でした。

この結果からも、全国順位４１位であった中学校２年生女子を含め、

本県児童生徒の体力が確実に向上していることがわかりました。

最後は、体力向上対策の概要について取りまとめたものです。

これまで継続してきた体力向上対策に加え、今年度からはすべての学

校で体力向上に向けた「一校一実践」に取り組んでおり、来年度以降は

さらなる体力向上が期待されるところです。



- 7 -

以上で報告を終わります。

（岩崎委員長）

何か質問・ご意見等はありませんか。

（林委員）

全国各地で体力向上に向けた様々な取組が行なわれている中で、大分

県としては来年度に向けてどんな新しい取組を行なっていくのですか。

（蓑田体育保健課長）

今年度から取り組んでいる、一校一実践の充実を図ります。

また、５０ｍ走や立ち幅跳びといった体力課題を踏まえ、体育・保健

体育授業の工夫改善を行なっていきます。

（林委員）

中学校２年生女子の運動離れが深刻な状況だが、このことに対して、

運動部活動のあり方も含め、どのように対処していくのですか。

（蓑田体育保健課長）

まず、運動の楽しさを味わわせる授業となるよう指導を行ないます。

女子生徒の中には、いわゆる思春期と重なり、一生懸命の姿を見せる

ことが恥ずかしいと感じているものも少なくないことから、このことに

ついても指導を行ないます。

運動部活動のあり方については、今後検討を行なっていきたいです。

②平成２５年度 体罰調査の実施について

（岩崎委員長）

それでは、報告第２号「平成２５年度体罰調査の実施について」協議

をします。

（江藤生徒指導推進室長）

それでは、報告事項の２つ目、平成２５年度体罰調査の実施について

報告させていただきます。

資料の１枚目にありますように、体罰実態調査につきましては、昨年

度末、文部科学省からの調査指示もあり１の（１）にありますように１

次、２次と調査をして参りました。その結果、（２）平成２４年度に体

罰を行った教員数は３８２人でありました。

県教委としましては、この結果を受け「体罰の根絶に向けて」教育長
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のメッセージを発出するとともに、国立や私立の参加・協力もいただき

ながら、県立や市町村立学校に対しまして、教頭・教務主任を集めての

体罰根絶研修会を（各教育事務所単位のブロックで、）行って参りまし

た。さらに、各学校でグループ討議等を行う校内研修会を実施して参り

ました。

中程２の（１）にありますように、昨年度末の調査の成果としまして

は、「授業中及び部活動中における、教員の指導上の現状（課題）が見

えてきた」「教育委員会及び学校が、「体罰根絶」に向け一体となって取

り組めた」「学校毎に、事例研究によるグループ討議が実施でき、教職

員に体罰根絶の意識を喚起させることができた」等が挙げられます。

また、課題としましては（２）にありますように、「負傷の有無や程

度が不明なものが見られた」「発生時と調査時の時間差により、事実認

定が困難であった」「校内体罰調査委員会の役割が不明確であった」等

が挙げられます。

そこで、３にありますように、本年度（平成２５年度）も体罰実態調

査を行います。

目的としましては、体罰の根絶に向けた研修等の本年度の取組の成果

を検証したいと考えております。調査対象や内容等につきましては、実

施時期を少し早めようと思っておりますが、昨年度末に実施しました調

査とほぼ同様の形で行いたいと考えております。本年度は、昨年度実施

分の課題から校内体罰調査委員会の更なる活用を図りたいと考えており

ます。

なお、次のページには、昨年度末実施しました調査の実施要領、そし

て、教員や児童生徒保護者向けの調査票を「参考資料」として添付して

おりますので参照願います。以上です。

（岩崎委員長）

何か質問・ご意見等はありませんか。

（林委員）

校内体罰調査委員会のメンバーはどのような人を想定していますか。

（江藤生徒指導推進室長）

実施要領（５）①に、「校長を委員長とし、教頭、人権担当者、学校

評議員等校長が指名する者とする」とありますが、本年度もこれに基づ

いて、メンバーが教員だけにならないようしたいと考えています。

（麻生委員）

平成２４年度の課題に「校内体罰調査委員会の役割が不明確であった」

という説明がありましたが、すべての学校が確実に校内体罰調査委員会
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を組織して実施したという把握は行ったのですか。

（江藤生徒指導推進室長）

各学校からの確認・調査用紙の提出によって、すべての学校が委員会

を組織したと把握しています。

（麻生委員）

校内体罰調査委員会の役割を明確にすることによって、委員会として

の存在感も出てくると思います。委員についての報告を強制はしないと

しても、その役割を明確にすることが重要であると思います。

（波多野委員）

現場の教職員の意識を変えることはなかなか難しいと思うのですが、

２（１）③にあるように、事例研究等を積極的に行うことによって、先

生方の体罰に対する意識をぜひとも変えていってほしいと思います。

（江藤生徒指導推進室長）

前回調査においても、６月以降、県教委幹部が各地に積極的に出向い

て研修を進めてきました。その結果参加者から「県が本気で取り組んで

いる姿勢が伝わってきた」という声を聞くことができました。また、そ

の研修に基づいて、学校で本音を語り合うような討議を行ってほしいと

いうことも訴えてきました。本年度の調査において、その結果がどうで

あったかを検証したいと考えています。

（麻生委員）

体罰としごきを区別することは大変難しいです。とくに、運動部活動

等においては厳しい取組が必要だという声もあります。体罰調査におい

ては、先生方が萎縮してしまわないような配慮をぜひともお願いしたい

と思います。

（岩崎委員長）

２（１）①に「教員の指導上の現状（課題）が見えてきた」とありま

すが、どのような現状（課題）が見えてきたのか、具体的に教えていた

だけますか。

（江藤生徒指導推進室長）

もっとも大きな課題は「教職員が安易に手を出してしまう実態がある」

ということです。指導が必要な場面において安易に手を出すのではなく、

体罰によらず、教え諭すような指導が必要ではないかということが見え

てきました。
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（岩崎委員長）

その課題を解消するために、具体的にどのようにしようと考えている

のですか。

（江藤生徒指導推進室長）

６月以降に実施した研修において、体罰により児童生徒にどのような

影響があるのか、だからどのような指導が必要なのかを訴えてきました。

今後も研修を継続していきたいと考えます。

（松田職務代理）

１学期は、子どもたちは比較的落ち着いています。２学期は１０月～

１１月に行事が多く、子どもたちも落ち着かないと考えられます。だと

すれば、体罰の研修を学期ごとに行って、事例研究は２学期にやった方

が、より具体的な事例が出てくるのではないでしょうか。

また、県下全ての学校の生徒指導担当者を集めて、幅広く研修を実施

する必要があるのではないでしょうか。

（江藤生徒指導推進室長）

今年度の調査結果を見て、検討していきます。

③教育委員会制度の答申について

（岩崎委員長）

それでは、報告第３号「教育委員会制度の答申について」報告をして

ください。

（佐野教育改革・企画課長）

教育委員会制度の答申についてご報告いたしたいと思います。

Ａ３の資料をご覧ください。「今後の地方教育行政の在り方について」

答申が出たわけですが、もともとの議論の発端としては、本年の４月に

教育再生実行会議の第二次提言として首長が直接任免する教育長を地方

公共団体に教育行政の責任者とする、等の議論があったものが契機でご

ざいました。それを踏まえて中央教育審議会の方で４月から１２月にか

けて検討がおこなわれた結果として、１２月１３日答申が出たわけでご

ざいます。答申の内容でありますが、教育委員会制度の在り方について

総論としては、

首長、教育長、教育委員会のそれぞれの権限と責任を明確化し、それ

ぞれに期待される本来の役割を十分に発揮していくため、首長（執行機
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関）の補助機関として、教育に関する事務執行の責任者の教育長を置く

とともに、首長の附属機関として教育委員会を設置する改革案を提言、

ということとされております。

改革案の中身は左側の絵の方をご覧ください。

首長と教育長の関係でありますが、執行機関である首長が、首長の補

助機関である教育長を任命あるいは罷免をする、首長が教育長に対する

関係性としては、特別な場合のみ指示＝独立性の担保という風に書いて

おりまして、その特別な場合とは、教育長が行う事務の執行が著しく適

正を欠く場合や、児童、生徒等の生命又は身体の保護のため緊急の必要

がある場合などに首長が教育長に対して指示を行う、逆にいえば日常的

な指示は行わない、といった関係性が想定されております。首長の権限

といたしましては、大綱的な方針の策定、それからこれまでもありまし

た予算に関すること、議会への議案の提出、となっております。この大

綱的な方針を策定していくにあたっては右側にあります特別な附属機関

である新しい教育委員会の議を経て策定をしなければならない、それか

ら首長または教育長の事務が大綱的な方針に反する場合、政治的中立性

の確保のため必要がある場合等については、教育委員会は、首長等に対

して勧告を行うといった形で書かれております。また教育委員会の審議

事項というのが右側に記載されております。審議事項といたしまして「首

長が定める大綱的方針の審議」「教育長が毎年定める施策の基本的な事

項についての審議」「教育長の事務執行を毎年、点検・評価」をする、

それから「教職員等の人事異動の基準、懲戒処分の基準」「教育内容の

基本的な事項」「教科書採択の基準」など、それから首長または教育長

の諮問を受け、答申したりとか、首長または教育長に勧告する、このあ

たりが教育委員会の審議事項として想定をされております。それから、

首長、教育委員会の体制の中で、教育長はその事務局を実行する意味で、

教育長が執行する事務として、「教職員や事務局職員の人事」「教育内容

等」「教科書その他の教材の取り扱い」「学校、公民館等の設置、管理等」

といったところが重点の方に明記されてる状態であります。

この改革案に対して、他方で右側の点線部分の中でございますが、首

長の影響力が強くなり過ぎるおそれがあるとの立場から、教育委員会を

性格を改めた上で、執行機関として存続させるとともに、教育長をその

補助機関とする別案についても議論が行われ、以下の案を支持する強い

意見もあった、といったことも伝えられております。別案というのは、

右側の下の部分であります。ご覧になっていただければわかります通り、

教育委員会に関しては性格を改めた執行機関として執行機関のままとな

っております。そして教育委員会が事務執行の責任者である教育長に対

して日常的な指示は行わない、この部分に執行の意味合いにおいての関

係が出ている。大綱的な方針の策定は、教育委員会の方で行う。首長と

教育委員長の関係につきましては任命・罷免それから調査・勧告といっ
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た形で行っていく、そのような別案といったものもこの答申の中には書

かれているという事でございます。しかしながら、この別案は、児童、

生徒等の生命又は身体を保護するため緊急の必要がある場合などに、非

常勤の教育委員の合議体である教育委員会の最終責任者としての責任の

取り方をどう考えるのか、という問題に応えていないという指摘があっ

た、といったことが書かれてあります。

この答申の中におきましては、教育委員会制度の改正以外にもいくつ

か検討がされております。

２．教育行政における国、都道府県、市町村の役割分担と各々の関係

の在り方について、ということで、

児童、生徒の生命・身体や教育を受ける権利を守るため、国が公教育

の最終責任を果たせるよう、その権限を明確にするための方策を検討す

る必要がある。

県費負担教職員に関して、人事権の中核市等の市町村への移譲を検討

するとともに、給与負担の指定都市への移譲について所要の制度改正を

行う。

３．学校と教育行政、保護者・地域住民との関係の在り方について、

コミュニティ・スクールや学校支援地域本部等の拡大と充実を図るとと

もに、学校運営協議会を基盤とした学校・家庭・地域の三者の協働体制

の在り方を検討する。といったことも答申の中には出てきております。

今回この１２月１３日にこのような答申がでておりますけれども新聞

報道等でもありますように、これには、まだ様々な議論がされているよ

うであります。今後、法案の提出までにかなりの紆余曲折もあるのでは

ないかと思われる状況であります。以上です。

（岩崎委員長）

何か質問・ご意見等はありませんか。

（林委員）

全国の教育委員会の組織も申し入れしていますよね。そういうものも

反映されたのでしょうか。

（佐野教育改革・企画課長）

参考資料として、答申の本体をつけております。参考資料の答申の中

に初めのところで教育委員の意見や、教育長の意見といったことで３、

４ページのところに、こういった意見がありました、という話が取り上

げられた上で、それを踏まえた答申ということになっております。

（林委員）

分かりました。



- 13 -

（岩崎委員長）

この問題は今後どういう方向性でやるかということについて、今回の

答申を踏まえて、いろいろ国会等で議論されるだろうと思っておりまし

て、我々、その制度を前提として、全力でやっていくしかないかな、と

思っておりますので、よろしくお願いします。

④杵築市議会からの意見書について

（岩崎委員長）

それでは、報告第４号「杵築市議会からの意見書について」報告をし

てください。

（藤本教育人事課長）

杵築市議会議長から意見書が提出されたので報告します。

内容は、

①教育の継続性、効果的な教育活動、保護者や地域と学校の連携、教

職員の労働安全衛生等の観点から、頻繁かつ行き過ぎた広域的な異

動を行わないこと。

②「新採用からおおむね１０年以内に３つ以上の人事地域を勤務する」

とする人事異動実施要綱の見直しを行うこと。

県としては、今まで議会答弁してきたとおり、３つの理由で広域人事

が必要と考えています。 ①全県的な教育水準の維持向上、②教職員の

意識改革、③若手教職員の人材育成、特に若年層の異動については、人

材育成方針に基づき、教員としての幅広い視野と能力の伸長を図るため、

採用から早い時期に異なる環境で多様な経験を積めるような異動を行う

こととしています。他市の教育長からは「県に採用された以上、全県エ

リアで大分県教育の向上のために努めることは当然であり、広域人事異

動について県教委としてこれまで以上に取り組んでもらいたい」と要請

されています。

（岩崎委員長）

何か質問・ご意見等はありませんか。

ないようですので、先に非公開と決定しました議事を行いますが、そ

の前に、公開でその他、何かございませんか。

それでは、非公開の議事を行いますので、関係課室長のみ在室とし、

その他の課室長及び傍聴人は退出してください。
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２課（教育改革・企画課、教育人事課）在室

【協 議】

①社会教育主事の選考について

（岩崎委員長）

それでは、協議の①「社会教育主事の選考について」協議をします。

（説明）

（岩崎委員長）

質疑・意見等のある方はお願いします。

（質問・意見等なし）

（岩崎委員長）

それでは、今回の協議の結果を踏まえて、進めてください。

委員長の選任

（岩崎委員長）

議案の審議が終わりましたので、次に「委員長の選任」を行います。

委員長任期は平成２５年１２月２６日までとなっておりますので、

本日の委員会において委員長の選任を行う必要があります。

はじめに、記録及び会議録の扱いについて、お諮りします。

大分県教育委員会会議規則第１５条第２項の規定では、「会議録中、

議事に関する部分は、要領筆記によって記録するものとする。ただし、

委員長は、委員の同意を得て、記録する必要のない事項については、

これを除くことができる」となっております。

本件は人事に関することですので、これを記録することは適当でな

いと考えます。従って、同条同項のただし書き規定を適用して、記録

する必要のない事項としたいので、委員の同意を求めます。

賛成の委員は、挙手をお願いします。

（採 決）
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（岩崎委員長）

委員の同意を得ましたので、そのように取扱います。

課室長等は退出してください。

（教育委員のみ）

＜会議規則第１５条第２項ただし書きの規定により記録せず＞

（松田委員を委員長、林委員を委員長職務代理者に選任）

（岩崎委員長）

課室長ほか、傍聴人等の入室を認めます。

予定していました議題はこれで終わりました。

最後にこの際、何かありましたらどうぞお願いします。

特にないようですので、これで平成２５年度第１９回教育委員会会議

を閉会します。

お疲れ様でした。



平成25年度第19回大分県教育委員会会議次第

日時 平成２５年１２月２０日（金）

１４：００～１５：１０

場所 教育委員室

１ 開 会

２ 署名委員の指名

３ 議 題

（１）議 案

第１号議案 平成２６年度大分県教育庁職員定期人事異動方針について

委員長の選任について

（２）報 告

①全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果について

②平成２５年度 体罰調査の実施について

③教育委員会制度の答申について

④杵築市議会からの意見書について

（３）協 議

①社会教育主事の選考について

（４）その他

４ 閉 会
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[第１号議案]



平成２６年度大分県教育庁職員定期人事異動方針（案）

第１ 基本方針

県教育委員会では、平成２０年の不祥事を受けて、県民の信頼回復に向けて各種試験制

度の抜本的な見直しを始めとする様々な教育行政の改善策を着実に実施してきた。

今後も引き続き新たな視点から「果敢に・しつこく」教育改革に取り組んでいくことが

求められている。

これらの改革は、学校における教育の質の向上を図るための基礎整備というべきもので

あり、教育庁職員においては、教育本来の目的である、「子どもたちが夢に挑戦し、自己

実現を図るための基礎となる力を身につけさせる」ため、常日頃から改革・改善の視点を

持ち、情熱をもって教育行政に取り組み、教育の場で実をあげていくことが求められる。

このため、教育行政の根幹ともいうべき教育庁職員人事については、「人づくりを担う

人材の育成」という使命を踏まえ、勤務評定による人事評価結果の積極的な活用による適

正かつ体系的な人事管理の確立に向けて、次の事項を基本に行うこととする。

１ 教育庁職員人事に関しては、勤務評定による評価結果や職員一人ひとりの能力、適

性、意欲等を踏まえ、全県的な教育水準の向上と組織の活性化を図り、さらに教育改

革を徹底して進めるため、適材適所の人員配置を行うとともに、人事交流の推進によ

り職員の意識改革を図る。

特に、平成２４年１１月策定の「目標達成に向けて組織的に取り組む『芯の通った

学校組織』」推進プランを踏まえ、市町村教育委員会や学校を支援する体制を整備す

るとともに、それを担う人材を育成・配置していく。

２ 人事作業の各段階において、公正かつ適正な人事事務を執行する。

３ 人事に関して、職務上知り得た情報の管理を徹底するとともに、職員団体や教育関

係団体等外部からの不当な要請・依頼等については、その趣旨を問わず、これらを一

切受けない。

なお、一定の公職にある者等から、職務の公平・公正な執行を損なうおそれのある

要望等を受けた場合は、「一定の公職にある者等からの職務に関する働きかけについ

ての取扱要綱」により厳正に対処する。

上記基本方針のもと、平成２６年度の定期異動については、次の方針により行うも

のとする。

第２ 昇 任 等

人材の登用については、原則として、次のような考え方に基づき、行政ニーズやポスト

数の変化に応じて、適材適所の観点に立って行うこととする。

１ 複雑・多様化する県民ニーズに迅速かつ適確に対応するためには、これまで以上に

職員一人ひとりに高い能力が求められることから、年功序列による順送り人事を厳に

排し、本庁・地方機関・教育機関を問わずあらゆる分野において、能力、意欲、実績

をより重視した幅広い人材の登用を行うこととする。

２ 管理監督者の登用にあたっては、能力、実績主義の徹底はもとより、意欲を持って

真摯に努力している職員を評価するとともに、特に、部下職員の育成、能力開発が管

理監督者の責務であることから、組織マネジメント能力や部下職員の育成能力もより

重視し、風通しのよい職場づくりが実践できる人材の登用を本庁・地方機関・教育機

関を問わず、また、若年層に偏ることなく幅広い層から登用し、適切な配置に努める

こととする。
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[第１号議案]



３ 昇任者数については、定年退職及び勧奨・希望退職の状況、組織の見直しに伴うポ

ストの削減、職級別構成人員の適正な管理など行財政改革の動向を踏まえつつ、必要

に応じた適正な数とする。

４ 政策立案等に参画できる企画・事業部門や予算・人事管理部門への女性職員の積極

的な配置をはじめ、男女を問わず、頑張っている職員にチャンスが平等に与えられる

適材適所の人事配置など、男女共同参画の推進を積極的に展開することとする。

５ 昇任推薦基準については、原則として、人事委員会の任用基準によることとする。

６ 主幹から課長補佐、主査から副主幹への昇格については、原則として、次の在級年

数を満たす職員の中から、勤務評定等を参考に、能力・意欲・実績をより重視した人

材の登用を行うこととする。

・課長補佐 課長補佐級在級５年以上

・副 主 幹 係長級在級５年以上

第３ 異 動

職員の勤務替については、原則として、概ね次のような考え方に基づき、職員の希望や

勤務評定等を参考に、適材適所主義の観点に立って行うとともに、異動の規模は、県民サ

－ビスの低下や教育行政の沈滞を招かないよう十分留意し、組織の実態に即した合理的な

範囲とする。

１ 異動の対象者は、原則として同一所属勤務年数が３年以上の者とする。（新採用職

員は除く。）

２ 高度な専門性や中長期的な継続性が求められる業務、あるいは、現場主義の観点か

ら地域の実態に即した比較的長期の取組み等が求められる業務については、県民の声

や現場の声も十分踏まえ、通常の異動スパンより長いスパンでの勤務替など、それぞ

れの業務の特殊性等を考慮した、より実態に即したものとする。

３ 新採用職員については、原則として、次のいずれかの人事ローテーションにより勤

務替を行うこととする。

○本 庁（２年）→本庁以外（２年）→学 校（２年）

○本庁以外（２年）→本 庁（２年）→学 校（２年）

○学 校（２年）→本 庁（２年）→本庁以外（２年）

○現場において専門性を深める必要がある専門職員

地方機関(３～４年)→本庁

４ 次に掲げる職員についてはその状況を十分配慮し、実状に応じて勤務替を行うこと

とする。

(１) 遠距離通勤職員及び単身赴任職員

(２) 健康上、家庭上等の事情から勤務地等について特に配慮を要する職員

(３) 組織・定数の改正や他職員の異動に関連して勤務替の必要となった職員

５ 県立学校事務職員の採用試験が、平成２０年度実施から試験区分を「行政」に統一

したことを踏まえ、知事部局や県立学校等との人事交流を推進する。

また、学校支援センターの円滑な立ち上げと運営が行われたことから、小中学校及

び学校支援センターとの人事交流も推進する。

６ 公益法人等への派遣にあたっては、「公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣

等に関する法律」による職員の同意が前提となることを踏まえ、担当業務、勤務条件

等については、絶えず改善を重ね、不測の不利益が生ずることのないよう環境整備に

配慮することとする。
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７ 指導部門と学校との人事交流を一層推進する。なお、学校現場の指導教諭に指導主

事等からも任用する。

８ 学校現場は組織的な課題解決力が今まで以上に求められていることから、より組織

的な運営が行えるよう学校を支援する管理主事を本庁及び教育事務所に配置する。

９ 定期人事異動の実施時期については、別途通知することとする。

第４ 退 職

１ 職員の年齢別構成の適正化を通じた組織活力の維持等を図るため、早期退職希望者

の募集を行うとともに、行政職次長級相当以上の職員については、退職勧奨を行う。

(１) 早期退職希望者の募集（早期退職募集）

職員の退職手当に関する条例第８条の３第１項第１号の規定により、次のとおり

早期退職者を募集する。

①対象者 年齢が満45歳から満59歳まで（労務職員については満48歳から満62

歳まで）の者

②優遇措置 退職時給料月額×｛１＋0.03×（定年年齢－退職時年齢）｝

③退職手当の支給率
(ただし､定年前1年の職員は０.０２)

職員の退職手当に関する条例第３条から第５条の支給率

(２) 退職勧奨

平成26年3月31日までを目途に、次のとおり退職勧奨を行う。

①対象者 行政職部長級、次長級及びこれらに相当する職にある者のうち教育

長が指定する者

②優遇措置 退職時給料月額×｛１＋0.03×（定年年齢－退職時年齢）｝

③退職手当の支給率
(ただし､定年前1年の職員は０.０２)

職員の退職手当に関する条例第３条から第５条の支給率

※平成18年度からの制度改正に伴い、経過措置の一つとして、旧制度での額を保障

する措置（平成18年3月31日に旧制度で退職した場合の額を保障）が設けられた

が、この経過措置の適用を受ける者（早期退職希望者は適用されない。）につい

ては、希望勧奨による率の割増効果がなくなる場合がある。

(３) 退職

定年及び勧奨退職については、平成26年3月31日付とする。

２ 新たな再雇用制度の開始に伴い、今後は再雇用希望者の増加が見込まれる。再雇用

希望者については、長年の勤務内容を考慮し、適材適所の観点から、職員定数の範囲

内で再任用又は非常勤職員として配置する。
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大
分
県
教
育
庁
職
員
定
期
人
事
異
動
方
針

新
旧
対
照
表

平
成
２
５
年
度

平
成
２
６
年
度
(
案
)

第
１

基
本
方
針

第
１

基
本
方
針

県
教
育
委
員
会
で
は
、
平
成
２
０
年
の
不
祥
事
を
受
け
て
、
県
民
の
信
頼
回
復
に
向
け
て

県
教
育
委
員
会
で
は
、
平
成
２
０
年
の
不
祥
事
を
受
け
て
、
県
民
の
信
頼
回
復
に
向
け
て

各
種
試
験
制
度
の
抜
本
的
な
見
直
し
を
始
め
と
す
る
様
々
な
教
育
行
政
の
改
善
策
を
着
実
に
各
種
試
験
制
度
の
抜
本
的
な
見
直
し
を
始
め
と
す
る
様
々
な
教
育
行
政
の
改
善
策
を
着
実
に

実
施
し
て
き
た
。

実
施
し
て
き
た
。

今
後
も
引
き
続
き
新
た
な
視
点
か
ら
「
果
敢
に
・
し
つ
こ
く
」
教
育
改
革
に
取
り
組
ん
で

今
後
も
引
き
続
き
新
た
な
視
点
か
ら
「
果
敢
に
・
し
つ
こ
く
」
教
育
改
革
に
取
り
組
ん
で

い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
改
革
は
、
学
校
に
お
け
る
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
た
め
の
基
礎
整
備
と
い
う

こ
れ
ら
の
改
革
は
、
学
校
に
お
け
る
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
た
め
の
基
礎
整
備
と
い
う

べ
き
も
の
で
あ
り
、
教
育
庁
職
員
に
お
い
て
は
、
教
育
本
来
の
目
的
で
あ
る
、
「
子
ど
も
た
べ
き
も
の
で
あ
り
、
教
育
庁
職
員
に
お
い
て
は
、
教
育
本
来
の
目
的
で
あ
る
、
「
子
ど
も
た

ち
が
夢
に
挑
戦
し
、
自
己
実
現
を
図
る
た
め
の
基
礎
と
な
る
力
を
身
に
つ
け
さ
せ
る
」
た
め
、
ち
が
夢
に
挑
戦
し
、
自
己
実
現
を
図
る
た
め
の
基
礎
と
な
る
力
を
身
に
つ
け
さ
せ
る
」
た
め
、

常
日
頃
か
ら
改
革
・
改
善
の
視
点
を
持
ち
、
情
熱
を
も
っ
て
教
育
行
政
に
取
り
組
み
、
教
育
常
日
頃
か
ら
改
革
・
改
善
の
視
点
を
持
ち
、
情
熱
を
も
っ
て
教
育
行
政
に
取
り
組
み
、
教
育

の
場
で
実
を
あ
げ
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

の
場
で
実
を
あ
げ
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

こ
の
た
め
、
教
育
行
政
の
根
幹
と
も
い
う
べ
き
教
育
庁
職
員
人
事
に
つ
い
て
は
、
「
人
づ

こ
の
た
め
、
教
育
行
政
の
根
幹
と
も
い
う
べ
き
教
育
庁
職
員
人
事
に
つ
い
て
は
、
「
人
づ

く
り
を
担
う
人
材
の
育
成
」
と
い
う
使
命
を
踏
ま
え
、
勤
務
評
定
に
よ
る
人
事
評
価
結
果
の
く
り
を
担
う
人
材
の
育
成
」
と
い
う
使
命
を
踏
ま
え
、
勤
務
評
定
に
よ
る
人
事
評
価
結
果
の

積
極
的
な
活
用
に
よ
る
適
正
か
つ
体
系
的
な
人
事
管
理
の
確
立
に
向
け
て
、
次
の
事
項
を
基
積
極
的
な
活
用
に
よ
る
適
正
か
つ
体
系
的
な
人
事
管
理
の
確
立
に
向
け
て
、
次
の
事
項
を
基

本
に
行
う
こ
と
と
す
る
。

本
に
行
う
こ
と
と
す
る
。

１
教
育
庁
職
員
人
事
に
関
し
て
は
、
勤
務
評
定
に
よ
る
評
価
結
果
や
職
員
一
人
ひ
と
り
の
１

教
育
庁
職
員
人
事
に
関
し
て
は
、
勤
務
評
定
に
よ
る
評
価
結
果
や
職
員
一
人
ひ
と
り
の

能
力
、
適
性
、
意
欲
等
を
踏
ま
え
、
全
県
的
な
教
育
水
準
の
向
上
と
組
織
の
活
性
化
を
図

能
力
、
適
性
、
意
欲
等
を
踏
ま
え
、
全
県
的
な
教
育
水
準
の
向
上
と
組
織
の
活
性
化
を
図

り
、
さ
ら
に
教
育
改
革
を
徹
底
し
て
進
め
る
た
め
、
適
材
適
所
の
人
員
配
置
を
行
う
と
と

り
、
さ
ら
に
教
育
改
革
を
徹
底
し
て
進
め
る
た
め
、
適
材
適
所
の
人
員
配
置
を
行
う
と
と

も
に
、
人
事
交
流
の
推
進
に
よ
り
職
員
の
意
識
改
革
を
図
る
。

も
に
、
人
事
交
流
の
推
進
に
よ
り
職
員
の
意
識
改
革
を
図
る
。

特
に
、
「
学
校
の
組
織
的
課
題
解
決
力
向
上
に
つ
い
て
（
提
言
）
」
及
び
「
目
標
達
成
に

特
に
、
平
成
２
４
年
１
１
月
策
定
の
「
目
標
達
成
に
向
け
て
組
織
的
に
取
り
組
む
『
芯

向
け
て
組
織
的
に
取
り
組
む
『
芯
の
通
っ
た
学
校
組
織
』
」
推
進
プ
ラ
ン
を
踏
ま
え
、
市

の
通
っ
た
学
校
組
織
』
」
推
進
プ
ラ
ン
を
踏
ま
え
、
市
町
村
教
育
委
員
会
や
学
校
を
支
援

町
村
教
育
委
員
会
や
学
校
を
支
援
す
る
体
制
を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
そ
れ
を
担
う
人
材

す
る
体
制
を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
そ
れ
を
担
う
人
材
を
育
成
・
配
置
し
て
い
く
。

を
育
成
・
配
置
し
て
い
く
。

２
人
事
作
業
の
各
段
階
に
お
い
て
、
公
正
か
つ
適
正
な
人
事
事
務
を
執
行
す
る
。

２
人
事
作
業
の
各
段
階
に
お
い
て
、
公
正
か
つ
適
正
な
人
事
事
務
を
執
行
す
る
。

３
人
事
に
関
し
て
、
職
務
上
知
り
得
た
情
報
の
管
理
を
徹
底
す
る
と
と
も
に
、
職
員
団
体
３

人
事
に
関
し
て
、
職
務
上
知
り
得
た
情
報
の
管
理
を
徹
底
す
る
と
と
も
に
、
職
員
団
体

や
教
育
関
係
団
体
等
外
部
か
ら
の
不
当
な
要
請
・
依
頼
等
に
つ
い
て
は
、
そ
の
趣
旨
を
問

や
教
育
関
係
団
体
等
外
部
か
ら
の
不
当
な
要
請
・
依
頼
等
に
つ
い
て
は
、
そ
の
趣
旨
を
問

わ
ず
、
こ
れ
ら
を
一
切
受
け
な
い
。

わ
ず
、
こ
れ
ら
を
一
切
受
け
な
い
。

な
お
、
一
定
の
公
職
に
あ
る
者
等
か
ら
、
職
務
の
公
平
・
公
正
な
執
行
を
損
な
う
お
そ

な
お
、
一
定
の
公
職
に
あ
る
者
等
か
ら
、
職
務
の
公
平
・
公
正
な
執
行
を
損
な
う
お
そ

れ
の
あ
る
要
望
等
を
受
け
た
場
合
は
、
「
一
定
の
公
職
に
あ
る
者
等
か
ら
の
職
務
に
関
す

れ
の
あ
る
要
望
等
を
受
け
た
場
合
は
、
「
一
定
の
公
職
に
あ
る
者
等
か
ら
の
職
務
に
関
す

る
働
き
か
け
に
つ
い
て
の
取
扱
要
綱
」
に
よ
り
厳
正
に
対
処
す
る
。

る
働
き
か
け
に
つ
い
て
の
取
扱
要
綱
」
に
よ
り
厳
正
に
対
処
す
る
。

上
記
基
本
方
針
の
も
と
、
平
成
２
５
年
度
の
定
期
異
動
に
つ
い
て
は
、
次
の
方
針
に
よ
り

上
記
基
本
方
針
の
も
と
、
平
成
２
６
年
度
の
定
期
異
動
に
つ
い
て
は
、
次
の
方
針
に
よ
り

行
う
も
の
と
す
る
。

行
う
も
の
と
す
る
。

第
２

昇
任
等

第
２

昇
任
等

人
材
の
登
用
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
次
の
よ
う
な
考
え
方
に
基
づ
き
、
行
政
ニ
ー

人
材
の
登
用
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
次
の
よ
う
な
考
え
方
に
基
づ
き
、
行
政
ニ
ー

ズ
や
ポ
ス
ト
数
の
変
化
に
応
じ
て
、
適
材
適
所
の
観
点
に
立
っ
て
行
う
こ
と
と
す
る
。

ズ
や
ポ
ス
ト
数
の
変
化
に
応
じ
て
、
適
材
適
所
の
観
点
に
立
っ
て
行
う
こ
と
と
す
る
。

１
複
雑
・
多
様
化
す
る
県
民
ニ
ー
ズ
に
迅
速
か
つ
適
確
に
対
応
す
る
た
め
に
は
、
こ
れ
ま
１

複
雑
・
多
様
化
す
る
県
民
ニ
ー
ズ
に
迅
速
か
つ
適
確
に
対
応
す
る
た
め
に
は
、
こ
れ
ま

で
以
上
に
職
員
一
人
ひ
と
り
に
高
い
能
力
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
年
功
序
列
に
よ
る

で
以
上
に
職
員
一
人
ひ
と
り
に
高
い
能
力
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
年
功
序
列
に
よ
る

順
送
り
人
事
を
厳
に
排
し
、
本
庁
・
地
方
機
関
・
教
育
機
関
を
問
わ
ず
あ
ら
ゆ
る
分
野
に

順
送
り
人
事
を
厳
に
排
し
、
本
庁
・
地
方
機
関
・
教
育
機
関
を
問
わ
ず
あ
ら
ゆ
る
分
野
に

お
い
て
、
能
力
、
意
欲
、
実
績
を
よ
り
重
視
し
た
幅
広
い
人
材
の
登
用
を
行
う
こ
と
と
す

お
い
て
、
能
力
、
意
欲
、
実
績
を
よ
り
重
視
し
た
幅
広
い
人
材
の
登
用
を
行
う
こ
と
と
す

る
。

る
。

２
管
理
監
督
者
の
登
用
に
あ
た
っ
て
は
、
能
力
、
実
績
主
義
の
徹
底
は
も
と
よ
り
、
意
欲
２

管
理
監
督
者
の
登
用
に
あ
た
っ
て
は
、
能
力
、
実
績
主
義
の
徹
底
は
も
と
よ
り
、
意
欲

を
持
っ
て
真
摯
に
努
力
し
て
い
る
職
員
を
評
価
す
る
と
と
も
に
、
特
に
、
部
下
職
員
の
育

を
持
っ
て
真
摯
に
努
力
し
て
い
る
職
員
を
評
価
す
る
と
と
も
に
、
特
に
、
部
下
職
員
の
育

成
、
能
力
開
発
が
管
理
監
督
者
の
責
務
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力
や

成
、
能
力
開
発
が
管
理
監
督
者
の
責
務
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力
や

部
下
職
員
の
育
成
能
力
も
よ
り
重
視
し
、
風
通
し
の
よ
い
職
場
づ
く
り
が
実
践
で
き
る
人

部
下
職
員
の
育
成
能
力
も
よ
り
重
視
し
、
風
通
し
の
よ
い
職
場
づ
く
り
が
実
践
で
き
る
人

材
の
登
用
を
本
庁
・
地
方
機
関
・
教
育
機
関
を
問
わ
ず
、
ま
た
、
若
年
層
に
偏
る
こ
と
な

材
の
登
用
を
本
庁
・
地
方
機
関
・
教
育
機
関
を
問
わ
ず
、
ま
た
、
若
年
層
に
偏
る
こ
と
な

く
幅
広
い
層
か
ら
登
用
し
、
適
切
な
配
置
に
努
め
る
こ
と
と
す
る
。

く
幅
広
い
層
か
ら
登
用
し
、
適
切
な
配
置
に
努
め
る
こ
と
と
す
る
。

３
昇
任
者
数
に
つ
い
て
は
、
定
年
退
職
及
び
勧
奨
・
希
望
退
職
の
状
況
、
組
織
の
見
直
し
３

昇
任
者
数
に
つ
い
て
は
、
定
年
退
職
及
び
勧
奨
・
希
望
退
職
の
状
況
、
組
織
の
見
直
し

に
伴
う
ポ
ス
ト
の
削
減
、
職
級
別
構
成
人
員
の
適
正
な
管
理
な
ど
行
財
政
改
革
の
動
向
を

に
伴
う
ポ
ス
ト
の
削
減
、
職
級
別
構
成
人
員
の
適
正
な
管
理
な
ど
行
財
政
改
革
の
動
向
を

踏
ま
え
つ
つ
、
必
要
に
応
じ
た
適
正
な
数
と
す
る
。

踏
ま
え
つ
つ
、
必
要
に
応
じ
た
適
正
な
数
と
す
る
。

４
政
策
立
案
等
に
参
画
で
き
る
企
画
・
事
業
部
門
や
予
算
・
人
事
管
理
部
門
へ
の
女
性
職
４

政
策
立
案
等
に
参
画
で
き
る
企
画
・
事
業
部
門
や
予
算
・
人
事
管
理
部
門
へ
の
女
性
職

員
の
積
極
的
な
配
置
を
は
じ
め
、
男
女
を
問
わ
ず
、
頑
張
っ
て
い
る
職
員
に
チ
ャ
ン
ス
が

員
の
積
極
的
な
配
置
を
は
じ
め
、
男
女
を
問
わ
ず
、
頑
張
っ
て
い
る
職
員
に
チ
ャ
ン
ス
が

平
等
に
与
え
ら
れ
る
適
材
適
所
の
人
事
配
置
な
ど
、
男
女
共
同
参
画
の
推
進
を
積
極
的
に

平
等
に
与
え
ら
れ
る
適
材
適
所
の
人
事
配
置
な
ど
、
男
女
共
同
参
画
の
推
進
を
積
極
的
に

展
開
す
る
こ
と
と
す
る
。

展
開
す
る
こ
と
と
す
る
。

５
昇
任
推
薦
基
準
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
人
事
委
員
会
の
任
用
基
準
に
よ
る
こ
と
５

昇
任
推
薦
基
準
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
人
事
委
員
会
の
任
用
基
準
に
よ
る
こ
と

と
す
る
。

と
す
る
。

６
主
幹
か
ら
課
長
補
佐
、
主
査
か
ら
副
主
幹
へ
の
昇
格
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
次
６

主
幹
か
ら
課
長
補
佐
、
主
査
か
ら
副
主
幹
へ
の
昇
格
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
次

の
在
級
年
数
を
満
た
す
職
員
の
中
か
ら
、
勤
務
評
定
等
を
参
考
に
、
能
力
・
意
欲
・
実
績

の
在
級
年
数
を
満
た
す
職
員
の
中
か
ら
、
勤
務
評
定
等
を
参
考
に
、
能
力
・
意
欲
・
実
績

を
よ
り
重
視
し
た
人
材
の
登
用
を
行
う
こ
と
と
す
る
。

を
よ
り
重
視
し
た
人
材
の
登
用
を
行
う
こ
と
と
す
る
。

・
課
長
補
佐

課
長
補
佐
級
在
級
５
年
以
上

・
課
長
補
佐

課
長
補
佐
級
在
級
５
年
以
上

・
副
主
幹

係
長
級
在
級
５
年
以
上

・
副
主
幹

係
長
級
在
級
５
年
以
上
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第
３

異
動

第
３

異
動

職
員
の
勤
務
替
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
概
ね
次
の
よ
う
な
考
え
方
に
基
づ
き
、
職

職
員
の
勤
務
替
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
概
ね
次
の
よ
う
な
考
え
方
に
基
づ
き
、
職

員
の
希
望
や
勤
務
評
定
等
を
参
考
に
、
適
材
適
所
主
義
の
観
点
に
立
っ
て
行
う
と
と
も
に
、
員
の
希
望
や
勤
務
評
定
等
を
参
考
に
、
適
材
適
所
主
義
の
観
点
に
立
っ
て
行
う
と
と
も
に
、

異
動
の
規
模
は
、
県
民
サ
－
ビ
ス
の
低
下
や
教
育
行
政
の
沈
滞
を
招
か
な
い
よ
う
十
分
留
意
異
動
の
規
模
は
、
県
民
サ
－
ビ
ス
の
低
下
や
教
育
行
政
の
沈
滞
を
招
か
な
い
よ
う
十
分
留
意

し
、
組
織
の
実
態
に
即
し
た
合
理
的
な
範
囲
と
す
る
。

し
、
組
織
の
実
態
に
即
し
た
合
理
的
な
範
囲
と
す
る
。

１
異
動
の
対
象
者
は
、
原
則
と
し
て
同
一
所
属
勤
務
年
数
が
３
年
以
上
の
者
と
す
る
。
（
新
１

異
動
の
対
象
者
は
、
原
則
と
し
て
同
一
所
属
勤
務
年
数
が
３
年
以
上
の
者
と
す
る
。
（
新

採
用
職
員
は
除
く
。
）

採
用
職
員
は
除
く
。
）

２
高
度
な
専
門
性
や
中
長
期
的
な
継
続
性
が
求
め
ら
れ
る
業
務
、
あ
る
い
は
、
現
場
主
義
２

高
度
な
専
門
性
や
中
長
期
的
な
継
続
性
が
求
め
ら
れ
る
業
務
、
あ
る
い
は
、
現
場
主
義

の
観
点
か
ら
地
域
の
実
態
に
即
し
た
比
較
的
長
期
の
取
組
み
等
が
求
め
ら
れ
る
業
務
に
つ

の
観
点
か
ら
地
域
の
実
態
に
即
し
た
比
較
的
長
期
の
取
組
み
等
が
求
め
ら
れ
る
業
務
に
つ

い
て
は
、
県
民
の
声
や
現
場
の
声
も
十
分
踏
ま
え
、
通
常
の
異
動
ス
パ
ン
よ
り
長
い
ス
パ

い
て
は
、
県
民
の
声
や
現
場
の
声
も
十
分
踏
ま
え
、
通
常
の
異
動
ス
パ
ン
よ
り
長
い
ス
パ

ン
で
の
勤
務
替
な
ど
、
そ
れ
ぞ
れ
の
業
務
の
特
殊
性
等
を
考
慮
し
た
、
よ
り
実
態
に
即
し

ン
で
の
勤
務
替
な
ど
、
そ
れ
ぞ
れ
の
業
務
の
特
殊
性
等
を
考
慮
し
た
、
よ
り
実
態
に
即
し

た
も
の
と
す
る
。

た
も
の
と
す
る
。

３
新
採
用
職
員
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
次
の
い
ず
れ
か
の
人
事
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
３

新
採
用
職
員
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
次
の
い
ず
れ
か
の
人
事
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン

に
よ
り
勤
務
替
を
行
う
こ
と
と
す
る
。

に
よ
り
勤
務
替
を
行
う
こ
と
と
す
る
。

○
本

庁
（
２
年
）
→
本
庁
以
外
（
２
年
）
→
学

校
（
２
年
）

○
本

庁
（
２
年
）
→
本
庁
以
外
（
２
年
）
→
学

校
（
２
年
）

○
本
庁
以
外
（
２
年
）
→
本

庁
（
２
年
）
→
学

校
（
２
年
）

○
本
庁
以
外
（
２
年
）
→
本

庁
（
２
年
）
→
学

校
（
２
年
）

○
学

校
（
２
年
）
→
本

庁
（
２
年
）
→
本
庁
以
外
（
２
年
）

○
学

校
（
２
年
）
→
本

庁
（
２
年
）
→
本
庁
以
外
（
２
年
）

○
現
場
に
お
い
て
専
門
性
を
深
め
る
必
要
が
あ
る
専
門
職
員

○
現
場
に
お
い
て
専
門
性
を
深
め
る
必
要
が
あ
る
専
門
職
員

地
方
機
関
(
３
～
４
年
)
→
本
庁

地
方
機
関
(
３
～
４
年
)
→
本
庁

４
次
に
掲
げ
る
職
員
に
つ
い
て
は
そ
の
状
況
を
十
分
配
慮
し
、
実
状
に
応
じ
て
勤
務
替
を
４

次
に
掲
げ
る
職
員
に
つ
い
て
は
そ
の
状
況
を
十
分
配
慮
し
、
実
状
に
応
じ
て
勤
務
替
を

行
う
こ
と
と
す
る
。

行
う
こ
と
と
す
る
。

（
１
）
遠
距
離
通
勤
職
員
及
び
単
身
赴
任
職
員

(
１
)
遠
距
離
通
勤
職
員
及
び
単
身
赴
任
職
員

（
２
）
健
康
上
、
家
庭
上
等
の
事
情
か
ら
勤
務
地
等
に
つ
い
て
特
に
配
慮
を
要
す
る
職

(
２
)
健
康
上
、
家
庭
上
等
の
事
情
か
ら
勤
務
地
等
に
つ
い
て
特
に
配
慮
を
要
す
る
職

員
員

（
３
）
組
織
・
定
数
の
改
正
や
他
職
員
の
異
動
に
関
連
し
て
勤
務
替
の
必
要
と
な
っ
た

(
３
)
組
織
・
定
数
の
改
正
や
他
職
員
の
異
動
に
関
連
し
て
勤
務
替
の
必
要
と
な
っ
た

職
員

職
員

５
県
立
学
校
事
務
職
員
の
採
用
試
験
が
、
平
成
２
０
年
度
実
施
か
ら
試
験
区
分
を
「
行
政
」
５

県
立
学
校
事
務
職
員
の
採
用
試
験
が
、
平
成
２
０
年
度
実
施
か
ら
試
験
区
分
を
「
行
政
」

に
統
一
し
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
知
事
部
局
や
県
立
学
校
等
と
の
人
事
交
流
を
推
進
す
る
。

に
統
一
し
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
知
事
部
局
や
県
立
学
校
等
と
の
人
事
交
流
を
推
進
す
る
。

ま
た
、
学
校
支
援
セ
ン
タ
ー
の
円
滑
な
立
ち
上
げ
と
運
営
が
行
わ
れ
た
こ
と
か
ら
、
小

ま
た
、
学
校
支
援
セ
ン
タ
ー
の
円
滑
な
立
ち
上
げ
と
運
営
が
行
わ
れ
た
こ
と
か
ら
、
小

中
学
校
及
び
学
校
支
援
セ
ン
タ
ー
と
の
人
事
交
流
も
推
進
す
る
。

中
学
校
及
び
学
校
支
援
セ
ン
タ
ー
と
の
人
事
交
流
も
推
進
す
る
。

６
公
益
法
人
等
へ
の
派
遣
に
あ
た
っ
て
は
、
「
公
益
的
法
人
等
へ
の
一
般
職
の
地
方
公
務
６

公
益
法
人
等
へ
の
派
遣
に
あ
た
っ
て
は
、
「
公
益
的
法
人
等
へ
の
一
般
職
の
地
方
公
務

員
の
派
遣
等
に
関
す
る
法
律
」
に
よ
る
職
員
の
同
意
が
前
提
と
な
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
担

員
の
派
遣
等
に
関
す
る
法
律
」
に
よ
る
職
員
の
同
意
が
前
提
と
な
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
担

当
業
務
、
勤
務
条
件
等
に
つ
い
て
は
、
絶
え
ず
改
善
を
重
ね
、
不
測
の
不
利
益
が
生
ず
る

当
業
務
、
勤
務
条
件
等
に
つ
い
て
は
、
絶
え
ず
改
善
を
重
ね
、
不
測
の
不
利
益
が
生
ず
る

こ
と
の
な
い
よ
う
環
境
整
備
に
配
慮
す
る
こ
と
と
す
る
。

こ
と
の
な
い
よ
う
環
境
整
備
に
配
慮
す
る
こ
と
と
す
る
。

７
指
導
部
門
と
学
校
と
の
人
事
交
流
を
一
層
推
進
す
る
。
な
お
、
学
校
現
場
の
指
導
教
諭

７
指
導
部
門
と
学
校
と
の
人
事
交
流
を
一
層
推
進
す
る
。
な
お
、
学
校
現
場
の
指
導
教
諭

に
指
導
主
事
等
か
ら
も
任
用
す
る
。

に
指
導
主
事
等
か
ら
も
任
用
す
る
。

８
学
校
現
場
は
組
織
的
な
課
題
解
決
力
が
今
ま
で
以
上
に
求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

８
学
校
現
場
は
組
織
的
な
課
題
解
決
力
が
今
ま
で
以
上
に
求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

よ
り
組
織
的
な
運
営
が
行
え
る
よ
う
学
校
を
支
援
す
る
管
理
主
事
を
本
庁
及
び
教
育
事
務

よ
り
組
織
的
な
運
営
が
行
え
る
よ
う
学
校
を
支
援
す
る
管
理
主
事
を
本
庁
及
び
教
育
事
務

所
に
配
置
す
る
。

所
に
配
置
す
る
。

９
定
期
人
事
異
動
の
実
施
時
期
に
つ
い
て
は
、
別
途
通
知
す
る
こ
と
と
す
る
。

９
定
期
人
事
異
動
の
実
施
時
期
に
つ
い
て
は
、
別
途
通
知
す
る
こ
と
と
す
る
。

第
４

退
職

第
４

退
職

職
員
の
年
齢
別
構
成
の
適
正
化
を
通
じ
た
組
織
活
力
の
維
持
等
を
図
る
た
め
、
退
職
希
望
１

職
員
の
年
齢
別
構
成
の
適
正
化
を
通
じ
た
組
織
活
力
の
維
持
等
を
図
る
た
め
、
早
期
退

者
の
募
集
を
行
う
と
と
も
に
、
行
政
職
次
長
級
相
当
以
上
の
職
員
に
つ
い
て
は
、
退
職
勧
奨

職
希
望
者
の
募
集
を
行
う
と
と
も
に
、
行
政
職
次
長
級
相
当
以
上
の
職
員
に
つ
い
て
は
、

を
行
う
。

退
職
勧
奨
を
行
う
。

１
退
職
希
望
者
の
募
集
（
一
般
募
集
）

(
１
)
早
期
退
職
希
望
者
の
募
集
（
早
期
退
職
募
集
）

平
成
2
5
年
3
月
3
1
日
ま
で
を
目
途
に
、
次
の
と
お
り
退
職
希
望
者
を
募
集
す
る
。

職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
第
８
条
の
３
第
１
項
第
１
号
の
規
定
に
よ
り
、
次

（
１
）
対
象
者

年
齢
が
満
5
0
歳
か
ら
満
5
9
歳
ま
で
（
労
務
職
員
に
つ
い
て
は
満
5
3

の
と
お
り
早
期
退
職
者
を
募
集
す
る
。

歳
か
ら
満
6
2
歳
ま
で
）
の
者

①
対
象
者

年
齢
が
満
4
5
歳
か
ら
満
5
9
歳
ま
で
（
労
務
職
員
に
つ
い
て
は
満
4
8

（
２
）
優
遇
措
置

退
職
時
給
料
月
額
×
｛
１
＋
0
.
0
2
×
（
定
年
年
齢
－
退
職
時
年
齢
）
｝

歳
か
ら
満
6
2
歳
ま
で
）
の
者

（
３
）
退
職
手
当
の
支
給
率

②
優
遇
措
置

退
職
時
給
料
月
額
×
｛
１
＋
0
.
0
3
×
（
定
年
年
齢
－
退
職
時
年
齢
）
｝

職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
第
３
条
か
ら
第
５
条
の
支
給
率

③
退
職
手
当
の
支
給
率

(
た
だ
し
､
定
年
前
1
年
の
職
員
は
０
.０
２
)

職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
第
３
条
か
ら
第
５
条
の
支
給
率

２
退
職
勧
奨

(
２
)
退
職
勧
奨

平
成
2
5
年
3
月
3
1
日
ま
で
を
目
途
に
、
次
の
と
お
り
退
職
勧
奨
を
行
う
。

平
成
2
6
年
3
月
3
1
日
ま
で
を
目
途
に
、
次
の
と
お
り
退
職
勧
奨
を
行
う
。

（
１
）
対
象
者

行
政
職
部
長
級
、
次
長
級
及
び
こ
れ
ら
に
相
当
す
る
職
に
あ
る
者

①
対
象
者

行
政
職
部
長
級
、
次
長
級
及
び
こ
れ
ら
に
相
当
す
る
職
に
あ
る
者

の
う
ち
教
育
長
が
指
定
す
る
者

の
う
ち
教
育
長
が
指
定
す
る
者

（
２
）
優
遇
措
置

退
職
時
給
料
月
額
×
｛
１
＋
0
.
0
2
×
（
定
年
年
齢
－
退
職
時
年
齢
）
｝

②
優
遇
措
置

退
職
時
給
料
月
額
×
｛
１
＋
0
.
0
3
×
（
定
年
年
齢
－
退
職
時
年
齢
）
｝

（
３
）
退
職
手
当
の
支
給
率

③
退
職
手
当
の
支
給
率

(
た
だ
し
､
定
年
前
1
年
の
職
員
は
０
.０
２
)

職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
第
３
条
か
ら
第
５
条
の
支
給
率

職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
第
３
条
か
ら
第
５
条
の
支
給
率

※
平
成
1
8
年
度
か
ら
の
制
度
改
正
に
伴
い
、
経
過
措
置
の
一
つ
と
し
て
、
旧
制
度
で
の

※
平
成
1
8
年
度
か
ら
の
制
度
改
正
に
伴
い
、
経
過
措
置
の
一
つ
と
し
て
、
旧
制
度
で
の

額
を
保
障
す
る
措
置
（
平
成
1
8
年
3
月
3
1
日
に
旧
制
度
で
退
職
し
た
場
合
の
額
を
保
障
）

額
を
保
障
す
る
措
置
（
平
成
1
8
年
3
月
3
1
日
に
旧
制
度
で
退
職
し
た
場
合
の
額
を
保
障
）

が
設
け
ら
れ
た
が
、
こ
の
経
過
措
置
の
適
用
を
受
け
る
者
に
つ
い
て
は
、
希
望
勧
奨

が
設
け
ら
れ
た
が
、
こ
の
経
過
措
置
の
適
用
を
受
け
る
者
（
早
期
退
職
希
望
者
は
適

に
よ
る
率
の
割
増
効
果
が
な
く
な
る
場
合
が
あ
る
。

用
さ
れ
な
い
。
）
に
つ
い
て
は
、
希
望
勧
奨
に
よ
る
率
の
割
増
効
果
が
な
く
な
る
場

合
が
あ
る
。

３
退
職

(
３
)
退
職

定
年
及
び
勧
奨
退
職
に
つ
い
て
は
、
平
成
2
5
年
3
月
3
1
日
付
と
す
る
。

定
年
及
び
勧
奨
退
職
に
つ
い
て
は
、
平
成
2
6
年
3
月
3
1
日
付
と
す
る
。

２
新
た
な
再
雇
用
制
度
の
開
始
に
伴
い
、
今
後
は
再
雇
用
希
望
者
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
。

再
雇
用
希
望
者
に
つ
い
て
は
、
長
年
の
勤
務
内
容
を
考
慮
し
、
適
材
適
所
の
観
点
か
ら
、

職
員
定
数
の
範
囲
内
で
再
任
用
又
は
非
常
勤
職
員
と
し
て
配
置
す
る
。
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平成２６年度大分県公立学校教職員定期人事異動方針
平成２５年１１月８日
大 分 県 教 育 委 員 会

第１ 基本方針
県教育委員会は、平成２０年の不祥事を受けて、県民の信頼回復に向けて各種試験制度の抜

本的な見直しを始めとする様々な教育行政の改善策をこれまで着実に実施してきた。
これらの改革は、学校における教育の質の向上を図るための基盤整備というべきものであり、

全ての教職員自らが、教育本来の目的である、「子どもたちが夢に挑戦し、自己実現を図るた
めの基礎となる力を身につけさせる」ため、常日頃から改革・改善の視点をもち、情熱をもっ
て教育の実践に取り組んでいく必要がある。

さらに教育行政を取り巻く社会情勢は、国内外問わず、予想を超えたスピードで変化し多様
化が進んでおり、県教育委員会としては、これまでの改革を一層推進するとともに、各学校が
社会情勢の変化を敏感に受け止め、子どもたちのために十分な対応ができるよう、不断の見直
しによる教育改革・学校改革を進めていく必要がある。

そのためには、教育行政の根幹ともいうべき教職員人事について、「組織づくり」と「人づ
くり」を担う人材の育成という使命に基づき、組織力の向上と教職員の資質向上を図る必要が
ある。組織力の向上については、学校教育目標の明確化、主任制度の徹底など目標達成に向け
て組織的に取り組む芯の通った学校組織の一層の深化が求められる。また、教職員の資質向上
については、教職員評価システムによる人事評価（以下「人事評価」という。）結果を教職員
の人事異動や校内人事に積極的に活用することにより、それぞれの教育課題解決に向けた適材
適所の人事配置をより一層推進することが必要である。以上のことを踏まえ、適正かつ体系的
な人事管理の確立に向けて、次の事項を基本に行う。

１ 平成２４年１１月策定の「目標達成に向けて組織的に取り組む『芯の通った学校組織』」
推進プランを踏まえ、校内人事を含む教職員人事を通じた教育改革・学校改革を進める。

２ 平成２３年１０月策定の大分県公立学校教職員の人材育成方針に沿って、人事異動を通
じた人材の育成を図る。

３ 教職員評価システムの人事評価結果や教職員一人ひとりの能力、適性、意欲等を踏まえ、
適材適所の人事配置を推進するとともに、平成２１年度以降の人事異動方針等の見直しの
趣旨を徹底する。

４ 県全体の学校力の向上及び教職員の意識改革を図るため、校長や市町村教育委員会の意
見を聞きながら、広域人事を一層促進する。

５ 人事委員会との共同実施による管理職登用選考試験をはじめ、教職員人事作業の各段階
において、公正かつ適正な人事事務を執行する。

６ 教職員の意識改革を図るため、県教育委員会及び市町村教育委員会の事務局をはじめ、
知事部局等との人事交流を促進する。

７ 教職員人事全般（各学校における主任の任命や分掌の決定などを含む）に関して、職務
上知り得た情報の管理を徹底するとともに、職員団体や教育関係団体等外部からの不当な
要請・依頼等については、その趣旨を問わず、これらを一切受けない。

上記基本方針のもと、平成２６年度の定期人事異動については、次の方針により行うものと
する。

第２ 人事異動
１ 校長及び教頭等への登用

（１）校長及び教頭等への任用は、採用候補者名簿の上位の者から行うことを原則とする。た
だし、平成２６年４月２日以降の任用にあたっては、有効期間内の採用候補者名簿の上位
の者であり、かつ平成２５年度以降の人事評価等が別に定める水準以上の者から優先して
行うことを原則とする。

また、行政等からの任用にあたっては、別に定めるところにより校長及び教頭等として
任用される資格を有する者の中から行う。

（２）配置にあたっては、人事評価結果等を踏まえながら、次の事項に留意し、適任の者を配
置する。

・校長にあっては、教育改革・学校改革への理念、人材育成への取組、学校種毎の経験、
各学校毎の課題等

・教頭にあっては、教育改革・学校改革への理念、人材育成への取組、学校種毎の経験、
各学校毎の課題及び学校規模、各学校の教科別教員構成等

・事務長・市町村立学校支援センター所長にあっては、教育改革・学校改革への理念、
人材育成への取組、各学校・地域毎の事務運営上の課題等

（３）民間人校長の登用にあたっては、その経験が学校経営に活かされ、波及効果が現れるよ
うに配置するとともに、適切な支援を行う。
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２ 新採用
（１）平成２６年度大分県公立学校教員採用予定者名簿に登載された者の中から採用する。
（２）学校規模、地域性等を考慮しながら、全県的視野に立った均衡ある配置を行う。
（３）特別支援学校教諭（小学部・中学部）採用者は、県立の特別支援学校及び市町村立学校

の特別支援学級に配置を行う。

３ 転任等
人材育成を図るため、採用から早い時期に異なる環境、多様な経験を積ませる。

（１）市町村立学校
①人事評価結果等を踏まえ、次のような課題に留意し、全県的視野に立った広域人事を一

層推進する。
・小・中学校間において、専科教員の兼務発令などにより小中連携を強化する人事異動
の推進

・年齢、免許等を考慮した教職員構成の適正化
・中学校における教科別教員構成の適正化
・小・中学校における特別支援教育の専門性向上のための教職員の人材確保と適正配置
・へき地学校における教職員の人材確保と適正配置
・臨時講師比率の地域間格差の是正
・教職員の人材育成の観点から、地域間・校種間・職種間の異動など多様な経験が可能
となる適正配置

②学校支援センターについては、人事評価結果等を踏まえ、次のような課題に留意し、全
県的視野に立った広域人事を一層推進する。
・学校事務職員の人材育成と活用
・学校支援センターの機能向上のための人員配置

③学校事務職員及び養護教諭については、人材育成の観点から、県立学校との人事異動を
促進する。

④学校事務職員については、係長級在級５年以上の者のうち、勤務成績良好な者を主査か
ら副主幹へ登用する。

（２）県立学校
①人事評価結果等を踏まえ、次のような課題に留意し、全県的な視野に立った適正な人事

を行う。
・年齢、免許等を考慮した教職員構成の適正化
・教科別教員構成の適正化
・同一校における勤務期間等

②県全体の学校力・教育力を向上するため、普通科系高等学校と専門学科系高等学校、大
規模校と小規模校、全日制高等学校と定時制高等学校の人事異動を、それぞれ推進する。

③高等学校と特別支援学校の人事異動を行うことにより、相互の特別支援教育の振興及び
教職員の専門性の向上を図る。

④学校教育目標の達成と学校活性化を図るため、教職員人事異動公募制度を実施する。
⑤学校事務職員及び養護教諭については、人材育成の観点から、市町村立学校との人事異

動を促進する。
⑥学校事務職員については、係長級在級５年以上の者のうち、勤務成績良好な者を主査か

ら副主幹へ登用する。
（３）特別支援学校については、市町村立学校からの異動者は原則として上記（１）の方針に、

それ以外の教職員は原則として上記（２）の方針に、それぞれ従う。
（４）県立中学校については、市町村立学校からの異動者は原則として上記（１）の方針に、

県立学校からの異動者は原則として上記（２）の方針に、それぞれ従う。

第３ 副校長、主幹教諭、指導教諭の配置
校長がその指導力を発揮するとともに、組織運営体制、指導体制の充実や学校組織の活性化

を図るため、引き続き必要と認める学校に副校長、主幹教諭、指導教諭を配置する。
なお、主幹教諭の任用にあたっては、別に定めるところにより、教頭採用候補者名簿の登載

者の中から、名簿の有効期間中に限り、教頭に任用されない者を、主幹教諭として任用するこ
とができるものとする。

第４ 退職
１ 希望退職者の募集等

別に定めるところにより行う。
２ 再雇用制度

新たな再雇用制度の開始に伴い、今後は再雇用希望者の増加が見込まれる。再雇用希望者
については、長年の勤務内容を考慮し、適材適所の観点から、教職員定数の範囲内で再任用
又は非常勤職員として配置する。
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平成２５年度体罰調査について

１ 平成２４年度文部科学省調査

（１）経緯 ・２月２８日 文科省第１次報告

・２月５日～３月６日 生徒・教員調査（各学校）

・３月２２日 県教委に提出締め切り

・４月３０日 文科省第２次報告

（２）調査結果

小学校 中学校 高等学校 特別支援 合計

Ｈ２４調査「体罰」教員数 １４６ １４６ ８９ １ ３８２

・Ｈ２４訓告等実施分 ３ ８ ３ ０ １４

・Ｈ２５訓告等実施分 １４３ １３８ ８６ １ ３６８

（３）指導等 ・４月３０日 教育長「体罰根絶」メッセージ

・５月７日 義務・県立校長会議（体罰根絶に向けて）

・６月６日～ 教頭・教務主任対象体罰根絶研修会（ＰＴ主催全８回）

・１学期中 各学校ごとに体罰事例研修会（グループ討議）の実施

教育人事課による該当教員事情聴取、訓告等の実施

２ 調査の成果と課題について

（１）平成２４年度調査の成果

①授業中及び部活動中における、教員の指導上の現状（課題）が見えてきた。

②教育委員会及び学校が、「体罰根絶」に向け一体となって取り組めた。

③学校毎に、事例研究によるグループ討議が実施でき、教職員に体罰根絶の意識を

喚起させることができた。

（２）平成２４年度調査の課題

①負傷の有無や程度が不明なものが見られた。

②発生時と調査時の時間差により、事実認定が困難であった。

③校内体罰調査委員会の役割が不明確であった。

３ 平成２５年度調査の実施

○本年度も体罰実態調査を行う。

①目的

・体罰根絶研修等の取組の成果を検証するため、児童生徒・保護者、教職員対象の

調査を実施する。

②実施日・内容・方法

・内容は平成２４年度とほぼ同様（実施日を少し早める）

・校内体罰調査委員会の更なる活用を図る。

[資料_報告②]



体罰に関する第二次調査実施要領

(市町村教育委員会・事務所用）
（１）実施時期 平成２５年２月５日～３月６日

（２）調査対象者

①大分県内教職員全員（校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭、

養護教諭、養護助教諭、栄養教諭、講師（非常勤の者を含む。）、実習助手及び寄

宿舎指導員。事務職員は除く）

②児童生徒全員

※高校３年生については自宅学習期間に入ることから、出校日などを利用して

適宜実施すること。

（３）調査対象期間 平成２４年４月１日～平成２５年２月調査時点まで

（４）教職員への調査の実施方法

①各学校で校長が教職員に調査用紙を配布し、必要に応じて聞き取りを実施する。

②新たに体罰の事実が確認された場合、事故報告書を作成し教育委員会に報告する。

（５）児童生徒向け調査の実施方法

①学校長は、各学校で体罰調査委員会を設置し、全児童生徒に対する調査を行う。

体罰調査委員会の構成は校長を委員長とし、教頭、人権担当者、学校評議員等校長

が指名する者とする（学校評議員等、教職員以外の者を委員として加えることが望

ましい）。

②体罰調査委員会は生徒向けアンケートの実施、集計、報告を行う。

また、アンケートによって新たに発見された体罰事案についての調査、報告を行う。

③提出されたアンケートに体罰が記入されていた場合は、該当教師、児童生徒等から

聞き取り調査を行う。体罰の事実が確認された場合、事故報告書を教育委員会に提

出する。

④児童生徒向けアンケート調査にかかる実施日程

・２月５日 実施要領配布、説明

・２日６日～ 各学校でアンケート実施。アンケート回収期間は学

校で適宜定める。児童生徒への配布から回収までの

期間は概ね 1 週間とする。

・アンケート回収～３月６日 各学校でアンケート集計、事案の調査

・３月 ７日 学校から教育委員会への報告締切

（６）調査にかかる留意事項

アンケートの実施にあたっては、児童生徒が安心して事実を記入できるよう次の点を

考慮し、各学校で工夫して実施すること。

・持ち帰って保護者とともに記入できるよう配慮する。

・提出は封入したうえで提出させるなど児童生徒が提出しやすい環境をつくる。

（７）提出書類

①体罰実態調査報告書（エクセルファイル）

②「体罰に関する調査（教職員用）」で「ある」と報告されたもの全ての写し

③「安全安心な学校生活についての調査」回収分のうち、問１でア～キの回答があっ

たもの全ての写し

④上記②および③に対応する「職員・生徒向け調査結果の確認調査用紙」の写し

※①についてはエクセルシートに入力し教育委員会に電子データにて送付する。

②③④についてはコピーしたものを、①を紙出力したものとともに教育委員会に送

付する。
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（８）市町村教育委員会の業務

学校から提出された④について、市町村教育委員会としての指導処分の判断を記入し、

その写しを②③の写しとともに教育事務所に提出する。

①の集計用シートに各学校のファイルを統合するとともに、上記判断を入力し、教育

事務所に電子データにて提出する。各学校の個票も併せて提出する。

提出期限 ３月１９日

（９）教育事務所

市町村から提出された資料を集約の上、３月２２日金曜日までに義務教育課長に提出

する。（担当：阿部宰士）
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体罰に関する調査（教職員用）

所属 職 氏名

平成２４年４月１日から現在までの間、あなたは児童生徒に対して体罰による指導を行

ったことがありますか。

①ある ②ない

ないと答えた方はこれで終わりです。あると答えた方は、その内容等について下記に記

入して下さい。

ただし、本年度既に教育委員会に事故報告を行っている事案は対象外とします。

対象児童生徒名

時 期 年 月 日

場 面 ア 授業中 イ 放課後 ウ 休み時間 エ 部活動 オ 学校行事

カ ホームルーム（朝の会や帰りの会などの学級会活動）

キ その他（ ）

場 所 ア 教室 イ 職員室 ウ 運動場や体育館 エ 生徒指導室

オ 廊下や階段 カ その他の場所（ ）

体罰の内容 ア 素手で殴る。 イ 棒などで殴る。 ウ 蹴る。

エ 投げる・転倒させる。 オ 殴り、蹴る。

カ 長時間立たせておく。

キ その他、肉体的苦痛を伴う指導（ ）

怪我の有無・状況

このことに対するあなたの意見
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安全・安心な学校生活についての調査（中学生・高校生用）
保護者と一緒に記入してください。

問１ 平成２４年４月１日から現在までの間、あなたは学校の先生から次に示すア～キの

ようなことをされたことがありますか。ある方は記号に○をつけてください。ない方はク

に○をつけてください。

ア 素手で殴られた イ 棒などで殴られた ウ 蹴られた

エ 投げられた・転倒させられた オ 殴られ、蹴られた カ 長時間立たされた

キ その他、肉体的苦痛を受けた指導（ ）

ク ない

ア～キに○をつけた方は以下の問に答えてください。クに○をつけた方はこれで終わりで

す。

問２ そのようなことをされたのはいつですか。はっきり覚えていない場合はおよその日

付を書いて下さい。

（ 年 月 日 ）

問３ それは誰から受けましたか。

（ ）

問４ それはどのような場面ですか。次の中からあてはまるものを選んでください。

ア 授業中 イ 放課後 ウ 休み時間 エ 部活動 オ 学校行事

カ ホームルーム（朝の会や帰りの会などの学級会活動）

キ その他（ ）

問５ それを受けた場所はどこですか。

ア 教室 イ 職員室 ウ 運動場や体育館 エ 生徒指導室

オ 廊下や階段 カ その他の場所（ ）

問６ そのことであなたはどのような被害を受けましたか。

ア 骨折したり捻挫したりした。 イ 鼓膜を損傷した ウ 外傷を負った

エ 頭を打撲した オ 顔を打撲した カ 足を打撲した

キ エ～カ以外を打撲した。 ク 鼻血が出た ケ 髪を切られた

コ その他（ ） サ 外傷はなかった

問７ 上記以外にも同様のことがありましたか

ア はい イ いいえ

問８ そのことであなたはどのように感じましたか。自由に書いて下さい。

※調査は学校に校長先生を中心とした委員会を作って進めます。皆さんが答えた内容につ

いては、秘密を厳守し、調査委員会以外で利用することは一切ありません。あなたへの確

認が必要になることがありますので名前を記入してください。名前を書きたくない場合に

は無記名で提出してもかまいません。

学校名 性別 男 女

学年 年 氏 名

（※整理番号 ）
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安全・安心な学校生活についての調査（小学生用）
あ ん ぜ ん あ ん し ん が つ こ う せ い か つ ちよう さ しようが く せ い よ う

おうちの方と一緒に記入してください。
かた いつしよ き にゆう

問１ 平成２４年４月１日から現在までの 間 、あなたは学校の先生から次に示すア～キ
とい へいせい ねん にち げんざい あいだ がつこう せんせい つぎ しめ

のようなことをされたことがありますか。ある方は記号に○をつけてください。ない方は
かた き ごう かた

クに○をつけてください。

ア 素手で殴られた イ 棒などで殴られた ウ 蹴られた
す で なぐ ぼう なぐ け

エ 投げられた・転倒させられた オ 殴られ、蹴られた カ 長 時間立たされた
な てんとう なぐ け ちよう じ かん た

キ その他、肉体的苦痛を受けた指導（ ）
た にくたいてき く つう う し どう

ク ない

ア～キに○をつけた方は以下の問に答えてください。クに○をつけた方はこれで終わりで
かた い か とい こた かた お

す。

問２ そのようなことをされたのはいつですか。はっきり覚えていない場合はおよその日
とい おぼ ば あい ひ

付を書いて下さい。
づけ か くだ

（ 年 月 日 ）
ねん つき にち

問３ それは誰から受けましたか。
とい だれ う

（ ）

問４ それはどのような場面ですか。次の中からあてはまるものを選んでください。
とい ば めん つぎ なか えら

ア 授 業 中 イ 放課後 ウ 休み時間 エ 部活動 オ 学校 行事
じゆぎようなか ほう か ご やす じ かん ぶ かつどう がつこうぎよう じ

カ ホームルーム（朝の会や帰りの会などの学 級 会活動）
あさ かい かえ かい がつきゆうかいかつどう

キ その他（ ）
た

問５ それを受けた場所はどこですか。
とい う ば しよ

ア 教 室 イ 職 員室 ウ 運動 場 や体育館 エ 生徒指導室
きようしつ しよくいんしつ うんどうじよう たいいくかん せい と し どうしつ

オ 廊下や階段 カ その他の場所（ ）
ろう か かいだん た ば しよ

問６ そのことであなたはどのような被害を受けましたか。
とい ひ がい う

ア 骨折したり捻挫したりした。 イ 鼓膜を損傷 した ウ 外傷 を負った
こつせつ ねん ざ こ まく そんしよう がいしよう お

エ 頭 を打撲した オ 顔を打撲した カ 足を打撲した
あたま だ ぼく かお だ ぼく あし だ ぼく

キ エ～カ以外を打撲した。 ク 鼻血が出た ケ 髪を切られた
い がい だ ぼく はな ぢ で かみ き

コ その他（ ） サ 外傷 はなかった
た がいしよう

問７ 上 記以外にも同様のことがありましたか
とい じよう き い がい どうよう

ア はい イ いいえ

問８ そのことであなたはどのように感じましたか。自由に書いて下さい。
とい かん じ ゆう か くだ

※ 調 査は学校に校 長 先生を 中 心とした委員会を作って進めます。皆さんが答えた内容
ちよう さ がつこう こうちようせんせい ちゆうしん い いんかい つく すす みな こた ないよう

については、秘密を厳守し、 調 査委員会以外で利用することは一切ありません。あなた
ひ みつ げんしゆ ちよう さ い いんかい い がい り よう いつさい

への確認が必要になることがありますので名前を記 入 してください。名前を書きたくな
かくにん ひつよう な まえ き にゆう な まえ か

い場合には無記名で提 出 してもかまいません。
ば あい む き めい ていしゆつ

学校名 性別 男 女

学年 年 氏 名

（※整理番号 ）
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中央教育審議会答申（平成２５年１２月１３日）

○ 首長、教育長、教育委員会のそれぞれの権限と責任を明確化し、それぞれに期待される本来の役割を十分に発揮していくため、首長（執行機関）の補助

機関として、教育に関する事務執行の責任者の教育長を置くとともに、首長の附属機関として教育委員会を設置する改革案を提言。

改革案

別 案

１．教育委員会制度の在り方について

首長の影響力が強くなり過ぎるおそれがあるとの立場から、教育委員会を性格を改め
た上で、執行機関として存続させるとともに、教育長をその補助機関とする別案につい
ても議論が行われ、以下の案を支持する強い意見もあった。

しかしながら、この案は、児童、生徒等の生命又は身体を保護するため緊急の必要が
ある場合などに、非常勤の教育委員の合議体である教育委員会の最終責任者としての責
任の取り方をどう考えるのか、という問題に応えていないという指摘があった。

「 今 後 の 地 方 教 育 行 政 の 在 り 方 に つ い て 」

教育再生実行会議（第二次提言）

○首長が直接任免する教育長を、地方公共団体の教育行政の責任者とする。

○教育委員会は、基本方針などについて審議を行い、教育長に対し大きな方向性を示すとともに、教育長による教育事務の執行状況に対するチェックを行うこととする。

○政治的中立性等を確保するため、教育長が教育の基本方針など重要事項を決定する際には、教育委員会で審議することとするなどの制度上の措置を講ずる。

予算に関すること
議会への議案の提出

首 長
（執行機関）

特別な場合
のみ指示

大綱的な方針の策定

教育委員会の議を経て策定

勧告（首長又は教育長の事務が大綱的な方針に反する場合、

政治的中立性の確保のため必要がある場合等）

教育委員会（特別な附属機関）

首長が執行する事務

･･･*

議会の同意を得て任命
委員の任期：４年
委員は一斉に交代しない

教育委員会の意見を聴いて指示
指示の内容・理由を公表 別 案

○児童、生徒の生命・身体や教育を受ける権利を守るため、国が公教育の最終責任を果たせるよう、その権限を明確にするための方策を検討する必要がある。
○ 県費負担教職員に関して、人事権の中核市等の市町村への移譲を検討するとともに、給与負担の指定都市への移譲について所要の制度改正を行う。

２．教育行政における国、都道府県、市町村の役割分担と各々の関係の在り方について

○ コミュニティ・スクールや学校支援地域本部等の拡大と充実を図るとともに、学校運営協議会を基盤とした学校・家庭・地域の三者の協働体制の在り方を検討する。

３．学校と教育行政、保護者・地域住民との関係の在り方について

予算に関すること
議会への議案の提出

首長

事務局

議会

教職員や事務局職員の人事

教育内容等

教科書その他の教材の取り扱い

日常的な指示
は行わない

委 員 委 員委 員委 員委 員

同意

教育委員会の意見を聴く

・ 教職員等の人事異動の基準、懲戒処分の
基準

・教育内容の基本的な事項

・教科書採択の基準 など

協議を求めることができる

学校、公民館等の管理等

児童生徒等の就学、入学、転学、退学

学校の組織編制

校舎等の施設、教具等の設備の整備

教職員の研修

教職員、児童生徒の保健、安全、厚生、福利

学校等の環境衛生

学校給食 など

教育長が執行する事務

基
本
施
策
の
策
定

事
務
の
点
検
・
評
価

規
則
の
制
定
・改
廃

教育委員会が執行する事務

毎年実施
するもの

大 綱 的 な 方 針 の 策 定

首長が執行する事務

条件整備に関すること
（学校、公民館等の設置、
施設・設備の整備、教職
員定数 等）

協議して決定

教育委員会（性格を改めた執行機関）

教育長
（教育委員会の補助機関）

【事務執行の責任者】

教職員や事務局職員の人事
教育内容等
教科書その他の教材の取り扱い

教育長
（首長の補助機関）

事務局
議 会

同

意

任
命
・
罷
免

教育長が執行する事務

学校、公民館等の設置、管理等
児童生徒等の就学、入学、転学、退学
学校の組織編制
校舎等の施設、教具等の設備の整備
教職員の研修
教職員、児童生徒の保健、安全、厚生、福利
学校等の環境衛生
学校給食 など

のみ指示
＝独立性の担保 委 員委 員委 員委 員

教育委員会の
議に基づいて

基本方針を策定

教育委員会が、教育長の事務執行を
毎年点検・評価し、勧告

首長が定める大綱的方針の審議

・教職員等の人事異動の基準、懲戒処分の
基準

・教育内容の基本的な事項

・教科書採択の基準 など

教育委員会の議を経て
毎年施策を策定

教育長が毎年定める施策の基本的な事項に
ついての審議

教育長の事務執行を毎年、点検・評価

首長又は教育長の諮問を受け、答申

首長又は教育長に勧告

教育委員会の審議事項

特別な場合とは：

・ 教育長が行う事務の執行が著しく適正を欠く
場合や、児童、生徒等の生命又は身体の保護
のため緊急の必要がある場合など

*

*

委 員

【事務執行の責任者】
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今後の地方教育行政の在り方について
（平成２５年１２月１３日中央教育審議会答申）【概要】

検討の経緯

本年４月15日、内閣総理大臣が開催する教育再生実行会議においてまとめられた「教育

委員会等の在り方について（第二次提言）」において、「合議制の執行機関である教育

委員会、その代表者である委員長、事務の統括者である教育長の間で責任の所在の不明

確さ、教育委員会の審議等の形骸化、危機管理能力の不足」といった課題が指摘され、

地方教育行政の責任者を教育長とすることを柱とする改革が提言された。

中央教育審議会では、本年４月25日に文部科学大臣から、「今後の地方教育行政の在り

方について」の諮問を受けて以来、教育制度分科会において審議を重ね、計２１回に及

ぶ審議の結果を、本答申として取りまとめた。

今後の地方教育行政の在り方について

１．教育委員会制度の在り方について

教育長は地方教育行政の責任者として個別具体的な事務の執行を行うこととし、教育委

員会が審議すべき事項を、特に政治的中立性等の確保や、地域住民の意向の反映が必要

とされる事項に限定するなど、地域の教育のあるべき姿や教育の基本方針をじっくりと

（１）新しい教育委員会の組織と役割

①教育長及び教育委員会の権限と責任の明確化、②政治的中立性、継続性･安定性の確保、

③首長の責任の明確化、の視点から制度改正の検討を行った。

とされる事項に限定するなど、地域の教育のあるべき姿や教育の基本方針をじっくりと

議論できるよう、役割を改めるべきである。

教育委員は、一歩離れた立場から教育長の事務執行をチェックすることが必要である。

教育委員は、首長が議会の同意を得て任命することが考えられる。また、引き続き、任

期４年とするとともに、委員の交代が一部ずつ行われる仕組み、厳格な罷免要件による

身分保障という現行制度を維持することが適当である。

教育の政治的中立性、継続性･安定性の確保のため、多様な属性を持った複数の委員に

よる合議体が、地方教育行政に関与し、個々人の判断や恣意の介入を防ぐ仕組みを残す

ことが必要である。

（２）教育の政治的中立性、継続性･安定性の確保

首長の任命責任を明確にするため、首長が、議会の同意を得て、教育長を直接任命する

ことが適当である。

教育長の罷免については、首長が議会の同意を得て行うことができるようにし、罷免要

件については、例えば、教育長の事務の執行が適当でないため学校運営等に著しい支障

が生じている場合などには、首長が教育長を罷免できることとすることが考えられる。

地方教育行政の責任者が教育長であるという観点から、教育長は首長が任命するものの、

一定の独立性をもった存在であるという前提に立って、制度設計を検討する必要がある。

首長の責任を明確化するため、教育長の事務執行が著しく適正を欠く場合や、児童、生

徒等の生命及び身体を保護するため緊急の必要がある場合には、首長が積極的に関与で

きることとする必要がある。

（３）首長と教育長の関係
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地方公共団体を統轄する首長、常勤の専門家である教育長、非常勤の合議体である教育

委員会のそれぞれの権限と責任を明確化し、それぞれに期待される本来の役割を十分に

発揮していくため、以下の改革案を提言する。

地方公共団体に、公立学校の管理等の教育に関する事務執行の責任者として、教育長を

置く。教育長は、首長が定める大綱的な方針に基づいて、その権限に属する事務を執行

する。首長が大綱的な方針を定める際には、その附属機関として設置する教育委員会の

議を経るものとする。

教育長の権限に属する事務の執行について、首長の関与は、原則として、大綱的な方針

を示すことにとどめ、日常的に指示は行わないものとする。

教育委員会は、地域の教育の在るべき姿や基本方針について審議をするとともに、教育

長による事務執行を住民目線による第三者的立場からチェックすることを目的とする。

（４）新しい教育長及び教育委員会の制度の方向性

• 教育委員会は、必要に応じて、首長（又は教育長）に対し、資料の提出や説明等を求
めることができることとし、首長（又は教育長）の事務執行が大綱的な方針に反する

場合などには、教育委員会が必要な勧告をできることとする。

• 教育長は、毎年、教育委員会の意見を聴いて首長が策定した大綱的な方針に基づき、
次年度の施策を策定するにあたっては、その基本的な事項について教育委員会の議を

経ることとする。

• 教育委員会は、毎年、教育長の事務執行の状況について点検･評価を行い、その結果を
公表するとともに、必要な勧告を行うこととする。

• 教職員や事務局職員の人事、教育内容等、教科書その他の教材の取り扱いなどの特に• 教職員や事務局職員の人事、教育内容等、教科書その他の教材の取り扱いなどの特に
重要な個別の事務については、教育委員会の議に基づいて、教育長が基本方針を策定

することとする。

教職員や事務局職員の人事
教育内容等
教科書その他の教材の取り扱い

予算に関すること
議会への議案の提出

首 長
（執行機関）

教育長
（首長の補助機関）

事務局
議 会

同

意

任
命
・
罷
免

教育長が執行する事務

学校、公民館等の設置、管理等
児童生徒等の就学、入学、転学、退学
学校の組織編制
校舎等の施設、教具等の設備の整備
教職員の研修
教職員、児童生徒の保健、安全、厚生、福利
学校等の環境衛生
学校給食
社会教育
文化財の保護 など

特別な場合
のみ指示
＝独立性の担保

大綱的な方針の策定

委 員委 員委 員委 員

教育委員会の議を経て策定

勧告（首長又は教育長の事務が大綱的な方針に反する場合、
政治的中立性の確保のため必要がある場合等）

教育委員会の
議に基づいて

基本方針を策定

教育委員会（特別な附属機関）

教育委員会が、教育長の事務執行を
毎年点検・評価し、勧告

【制度改革案のイメージ】

首長が定める大綱的方針の審議

・教職員等の人事異動の基準、懲戒処分の
基準

・教育内容の基本的な事項

・教科書採択の基準 など

教育委員会の議を経て
毎年施策を策定

教育長が毎年定める施策の基本的な事項に
ついての審議

教育長の事務執行を毎年、点検・評価

首長又は教育長の諮問を受け、答申

首長又は教育長に勧告

首長が執行する事務

教育委員会の審議事項

･･･

特別な場合とは：

・ 教育長が行う事務の執行が著しく適正を欠く
場合や、児童、生徒等の生命又は身体の保護
のため緊急の必要がある場合など

*

*

委 員

議会の同意を得て任命
委員の任期：４年
委員は一斉に交代しない

【事務執行の責任者】

教育委員会の意見を聴いて指示
指示の内容・理由を公表
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上記の改革案について、首長の影響力が強くなり過ぎるおそれがあるとの立場から、教

育委員会を性格を改めた上で、執行機関として存続させるとともに、教育長をその補助

機関とする別案についても議論が行われ、この案を支持する強い意見もあった。

• 教育委員会は、首長と協議して、教育に関する大綱的な方針を定めることとし、教育
長は、この大綱的な方針に基づき、事務執行の責任者として、その権限に属する事務

を執行する。

• 教育長の権限に属する事務の執行について、教育委員会は、日常的に指示は行わない
ものとする。

• 教育委員会は、現行のすべての事務執行に責任を負う執行機関という性格を抜本的に
改め、地域の教育の在るべき姿や基本方針について審議をするとともに、教育長によ

る事務執行を住民目線による第三者的立場からチェックすることを目的とする。

• 首長が連帯して責任を果たせるようにするという観点から、首長は、教育委員会が策
定する大綱的な方針に対して、協議を求めることができることとする。

• 教育長の事務執行について問題がある場合など特別な場合には、首長が調査を求める
とともに、必要な勧告ができることとすることが考えられる。

この案は、教育委員会を執行機関として残すことにより、政治的中立性、継続性・安定

性を確保するとともに、非常勤の教育委員の合議体である教育委員会が責任をもって決

定できる事項と、常勤の専門家である教育長が責任をもって執行する事項とを法律で明

示することにより、責任の所在の明確化を図ることができる。

しかしながら、この案は、教育長の事務執行が著しく適正を欠く場合、児童、生徒等の

生命又は身体を保護するため緊急の必要がある場合などに、非常勤の教育委員の合議体

予算に関すること
議会への議案の提出

首長

事務局

議会

教職員や事務局職員の人事

教育内容等

教科書その他の教材の取り扱い

日常的な指示
は行わない

委 員 委 員委 員委 員委 員

同意

教育委員会の意見を聴く

・ 教職員等の人事異動の基準、懲戒処分の
基準

・教育内容の基本的な事項

・教科書採択の基準 など

協議を求めることができる

学校、公民館等の管理等

児童生徒等の就学、入学、転学、退学

学校の組織編制

校舎等の施設、教具等の設備の整備

教職員の研修

教職員、児童生徒の保健、安全、厚生、福利

学校等の環境衛生

学校給食

社会教育

文化財の保護 など

教育長が執行する事務

基
本
施
策
の
策
定

事
務
の
点
検
・
評
価

規
則
の
制
定
・
改
廃

教育委員会が執行する事務

毎年実施
するもの

大 綱 的 な 方 針 の 策 定

首長が執行する事務

条件整備に関すること
（学校、公民館等の設置、
施設・設備の整備、教職
員定数 等）

協議して決定

教育委員会（性格を改めた執行機関）

教育長
（教育委員会の補助機関）

【別案のイメージ】

【事務執行の責任者】

である教育委員会の最終責任者としての責任の取り方をどう考えるのか、という問題に

応えていないという指摘があった
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（５）首長と教育行政部局との事務分担の在り方について

特に教育の政治的中立性や、継続性･安定性の確保が求められる、学校教育や社会教育

は、教育行政部局が担当するものとして存置すべきである。

文化財保護に関する事務については、政治的中立性、継続性・安定性の確保や首長部局

が行う開発行為との均衡を図る必要等があることから、教育行政部局が担当する必要が

ある。

文化財保護を除く文化に関する事務や学校体育を除くスポーツに関する事務は、原則と

して首長の事務としつつも、地方公共団体の判断で、教育行政部局が担当することがで

きるようにすることを検討する必要がある。

（６）教育行政関係者の資質能力の向上等について

教育長には、強い使命感を持ち常に自己研鑽に励む人材が求められ、「学び続ける教育

長」の育成を担保するため、国、都道府県、大学等が主体となって、現職の教育長の研

修を積極的に実施することが必要である。

教育行政部局の体制強化のため、教育職、行政職双方の職員の資質向上が必要である。

小規模の市町村においては、教育事務の処理の広域化への取組、指導主事の配置、学校

への指導教諭の配置・活用が進むよう、国や県の支援が求められる。

２．教育行政における国、都道府県、市町村の役割分担と各々の関係の在り方２．教育行政における国、都道府県、市町村の役割分担と各々の関係の在り方
について

（１）公教育における国の最終的な責任の果たし方について

地方教育行政の第一義的な責任は地方公共団体にあるが、児童生徒の生命・身体や教育

を受ける権利を守るために、国がしっかりと公教育の最終責任を果たせるようにするこ

とが必要であり、その権限を明確にするための方策を検討する必要がある。

（２）県費負担教職員の人事権・給与負担の在り方について

県費負担教職員の人事権については、引き続き、小規模市町村を含む一定規模の区域や

都道府県において人事交流の調整を行うようにする仕組みを構築することを前提とした

上で、小規模市町村等の理解を得て、中核市をはじめとする市町村に移譲することを検

討する。

また、事務処理特例制度の活用や、都道府県と市町村の協議の上に地域を限定した勤務

する教員の別枠採用という方策も考えられる。

指定都市に係る県費負担教職員の給与負担については、指定都市に対する安定的で確実

な財政措置、指定都市教育行政部局における事務体制の整備及び人事交流の必要性など

を検討し、関係者の理解を得て、指定都市に移譲する方向で所要の制度改正を行う。

教職員の配置に対する校長の意向を反映させる取組や予算面における学校裁量を拡大し、

校長のリーダーシップの下で自主的・自律的な学校運営ができるようにすることが必要

である。
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（３）教育現場の士気を高める方策について

教員評価の実施により、評価が透明化・双方向化された、面談前の授業観察を通じた校

長と教員の意思疎通が図られたという成果がある一方、評価者の資質向上や評価方法の

見直しによる評価の改善、評価結果を人事や給与等の処遇へ反映していくことが課題と

なっている。

多くの地方自治体で行われている、教育実践に顕著な成績を上げた教員を表彰する取組

に加えて、児童、生徒や保護者によって教員を表彰する仕組みや、教員表彰を受賞した

教員を研修の講師として活用する取組などが有効である。

（４）第三者評価の在り方について

学校は、学校評価を通じて、家庭・地域と課題や目標を共有し、教育活動の充実につな

げることが期待される。また、設置者は、評価結果を踏まえて学校に対する支援・改善

の措置を講じることが重要である。今後、第三者評価の在り方についても、更に検討す

ることが必要である。

３．学校と教育行政、保護者・地域住民との関係の在り方について

（１）コミュニティ・スクールや学校支援地域本部の重要性

コミュニティ・スクールや学校支援地域本部等の活用を通じ、社会総がかりで学校教育

の質を高めることが重要である。

（２）地域とともにある学校づくりの推進方策

国は、コミュニティ・スクールや学校支援地域本部の未設置の地域に対する支援、マネ

ジメント力向上に向けた教職員研修等の在り方の検討及び地域人材の資質向上策などを

推進する。

教育行政部局は、自主的・自律的な学校運営の促進や、マネジメント力を持った教職員

の育成及び配置などを行う。

学校は、地域と連携・協働するための体制整備や学校に関する情報の積極的発信などを

行う。

（３）今後の展望

今後は、学校運営協議会を基盤とした、学校・家庭・地域の三者の協働体制の在り方を

検討すべきである。
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